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31-(1)現状 ①

※ 2022年度の合計で、売上台数の82.2％、売上高の86.2％が指定事業者から代理店等への売却（卸売）となっている。

○ 指定事業者の端末売上台数・売上高について、2023年の合計はそれぞれ2,929万台、2兆2,424億円であり、
2022年（3,263万台、2兆2,149億円）と比べ、▲10.4％、+1.2％となっており、そのうち、スマートフォンの売上台
数・売上高について、2023年の合計はそれぞれ2,535万台、2兆1,043億円であり、2022年（2,792万台、2兆
581億円）と比べ、▲9.2％、＋2.2％となっている。

○ スマートフォンの売上台数・売上高が全体に占める割合は、2023年において、それぞれ86.7％、93.8％であり、
2022年（85.6％、92.9％）と比べ、＋1.1ポイント、＋0.9ポイントとなっている。

○ 市場全体としてみれば、端末売上台数、端末売上高ともに、スマートフォンの全体に占める割合が高まる傾向について
は、今後NTTドコモの３G停波を迎える中で、フィーチャーフォンがスマートフォンに置き換えることが想定されるため、同様
の傾向が続いていくと考えられる。

端末売上台数・売上高※

※ MNO４者のオンラインショップ等における販売価格を基にした分類であり、代理店等における実売価格を基にしたものではない。

○ 指定事業者の売上台数・売上高から算出した１台当たりの売上げの平均値（売上単価）について、2023年は
76,625円であり、2022年（67,707円）と比べ、＋13.2％となっており、また、スマートフォンだけでみても、 2023年
は82,622円であり、 2022年（73,375円）と比べ＋12.6％となっている。売上単価が上昇している傾向がうかがえ
る。

○ 2023年度の合計売上台数における価格帯別の割合は、全体として、低価格帯25.4％、中価格帯29.2％、高価
格帯45.3％であり、2022年度の合計における割合（低：26.7％、中：35.1％、高：38.2％）と比べ、主に低価
格帯が減少し、高価格帯の割合が増加している。

○ 個別の価格帯の動向をみれば、2022年度と比べ、16万円以上の価格帯が3.5ポイント、12～14万円未満の価格
帯が5.2ポイント、２万円未満の価格帯が1.6ポイント増加している一方で、６～８万円未満の価格帯は同水準、それ
以外の価格帯は減少している。

売上単価及び価格帯別※売上台数の構成比



41-(1)現状 端末売上台数・売上高の推移（全体）

出典：電気通信事業報告規則に基づく報告
及び報告徴収に基づく報告

端末売上高

端末売上台数

〇 指定事業者の端末売上台数・売上高について、2023年の合計はそれぞれ2,929万台、2兆2,424億円であり、
2022年の合計（3,263万台、2兆2,149億円）と比べ、▲10.4％、+1.2％となっている。

※１ MNO３者の数値のうち、KDDIの数値は沖縄セルラー電話株式会社及び2020年10月以降はUQモバイルを含む。
※２ 2019年４月から９月までの数値については、MNO３者以外の指定事業者から報告を求めていないため、内訳の数値を記載していない。
※３ 対前年同月比について、2020年４月から９月まではMNO３者の数値、10月以降はすべての指定事業者の数値を記載している。

※ 2024年１月以降のMNO３者以外の指定事業者の数値には、2023年12月末に指定事業者から除外された
IIJ・オプテージの数値が含まれていないことに留意。



51-(1)現状 端末売上台数・売上高の推移（スマートフォン）

端末売上高（スマートフォン）

端末売上台数（スマートフォン）

※１ MNO３者の数値のうち、KDDIの数値は沖縄セルラー電話株式会社及び2020年10月以降はUQモバイルを含む。
※２ 2019年４月から９月までの数値については、MNO３者以外の指定事業者から報告を求めていないため、内訳の数値を記載していない。
※３ 対前年同月比について、2020年４月から９月まではMNO３者の数値、10月以降はすべての指定事業者の数値を記載している。

〇 スマートフォンの売上台数・売上高について、2023年の合計はそれぞれ2,535万台、2兆1,043億円であり、
2022年の合計（2,792万台、2兆581億円）と比べ、▲9.2％、＋2.2％となっている。

出典：電気通信事業報告規則に基づく報告
及び報告徴収に基づく報告

※ 2024年１月以降のMNO３者以外の指定事業者の数値には、2023年12月末に指定事業者から除外された
IIJ・オプテージの数値が含まれていないことに留意。
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売上単価（端末全体）

〇 2023年の全体の売上単価は76,625円（前年比＋13.2％）、スマートフォンは82,622円（前年比＋
12.6％）であり、全体として売上単価が上昇している傾向がうかがえる。

売上単価（スマートフォン）

1-(1)現状 売上単価（全体、スマートフォン）

※１ MNO３者の数値のうち、KDDIの数値は沖縄セルラー電話株式会社及び2020年10月以降はUQモバイルを含む。
※２ 2019年４月から９月までの数値については、MNO３者以外の指定事業者から報告を求めていない。
※３ このため、対前年同月比について、2020年４月から９月まではMNO３者の数値、10月以降はすべての指定事業者の数値を記載している。

出典：電気通信事業報告規則に基づく報告
及び報告徴収に基づく報告

※ 2024年１月以降のMNO３者以外の指定事業者の数値には、2023年12月末に指定事業者から除外された
IIJ・オプテージの数値が含まれていないことに留意。
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出典：事業者からの報告

価格帯別売上台数の構成比（スマートフォン）（MNO４者）

価格帯別 売上台数 構成比（スマートフォン）（MNO４者）

※構成比は小数点以下第2位を四捨五入しているため、合計しても必ずしも100とはならない。



8端末販売価格の推移

●端末販売価格の推移

出典 電気通信サービスに係る内外価格差に関する調査を基に作成（各年３月時点における最新機種の販売価格）
出典 スマートフォンシェア上位３社(出所：statcounter）
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○ 2023年の指定事業者による対象設備の購入等を条件とした経済的利益の提供額の合計※は、411億円（前年
比▲32.2％）、そのうち端末購入等割引の額の合計は340億円（前年比▲21.4％）であった。また、１件当たりの
額は、前者は13,369円（▲6.5%）、後者は14,245円（▲12.8％）であった。
※ 代理店等を通じて行われる利益提供の額は含まない。

○ このため、指定事業者による対象設備の購入等を条件とした経済的利益の提供額は減少傾向にあるとみえなくもない
が、ただし、2023年12月27日以前は、いわゆる白ロム割が規律対象となっていなかったため、白ロム割による規律対象
外の利益提供が行われていたことに留意が必要。

○ また、この内数として、MNO３者による経済的利益の提供額及びそのうち端末購入等割引額を、廉価プラン等※とそ
れ以外とに分けてみたところ、いずれもその大宗は、廉価プラン等以外のプランに係るものであった。１件当たりの額につい
ては、経済的利益の提供額は2022年４月以降廉価プラン等の方が高額となる傾向が続いていたが、2023年４月以
降は逆転している。端末購入等割引額については、 2022年度は両者は近接していたが、2023年度に入り、再び廉価
プラン等以外のプランに係るものの方が高額となる傾向となっている。
※ 「NTTドコモ（ahamo）」、 「au（povo）」、「UQ mobile」、「SoftBank（LINEMO）」及び「Y!mobile」をいう。

１-(1)現状 ②

対象設備の購入等を条件とした経済的利益の提供（指定事業者）

対象設備の購入等を条件とした経済的利益の提供（代理店等※）

○ 2023年の代理店による対象設備の購入等を条件とした経済的利益の提供額の合計は、496億円（前年比
+2.7％）、そのうち端末購入等割引の額の合計は471億円（前年比+9.7％）であった。また、１件当たりの額は、
前者は15,236円（+2.8%）、後者は15,114円（+11.7％）であった。

○ このため、代理店等による対象設備の購入等を条件として経済的利益の提供額は増加傾向にあるといえる。また、
2023年12月27日以前は、いわゆる白ロム割が規律対象となっていなかったため、白ロム割による規律対象外の利益
提供が行われていたことに留意が必要。

※ 前年度末における営業所その他の事務所の数が
百以上の届出媒介等業務受託者からの報告。P13
において同じ。
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○ MNO３者の端末販売台数のうち、端末購入プログラム加入者への販売台数の割合は、改正事業法施行後、概ね
40％台で推移していたが、直近１年は50％を超えており、上昇傾向にある。

○ また、いわゆる「白ロム割」が2023年12月27日に規制対象となったことを踏まえれば、端末購入プログラム加入者の
割合は引き続き上昇することが想定される。

１-(1)現状 ③

端末購入プログラム加入端末販売台数と販売台数に占める割合
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上記のうち端末購入等割引の件数・額・一件当たり額（指定事業者）

利益の提供の件数・額・一件当たり額（指定事業者）

○ 2023年の指定事業者による対象設備の購入等を条件として経済的利益の提供額の合計は、 411億円（前年比▲32.2％）、
そのうち端末購入等割引の額の合計は340億円（前年比▲21.4％）であった。また、１件当たりの額は、前者は13,369円
（▲6.5%）、後者は14,245円（▲12.8％）であった。ただし、2023年12月27日以前は、いわゆる白ロム割が規律対象となって
いなかったため、白ロム割による規律対象外の利益提供が行われていたことに留意が必要。

※ 2019年４月から９月までの数値については、MNO３者のみの数値。 出典：電気通信事業報告規則に基づく報告及び報告徴収に基づく報告

１-(1)現状 対象設備の購入等を条件とした経済的利益の提供（指定事業者）

※ 2024年１月以降のMNO３者以外の指定事業者の数値には、2023年12月末に指定事業者から
除外されたIIJ・オプテージの数値が含まれていないことに留意。
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上記のうち端末購入等割引の額・一件当たり額（ MNO３者）

利益の提供の額・一件当たり額（MNO３者）

○ MNO３者による経済的利益の提供額及びそのうち端末購入等割引額を、廉価プラン等とそれ以外とに分けてみた
ところ、いずれもその大宗は、廉価プラン等以外のプランに係るものであった。

出典：電気通信事業報告規則に基づく報告
及び事業者からの報告

１-(1)現状 対象設備の購入等を条件とした経済的利益の提供（MNO３者）
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利益の提供の件数・額・一件当たり額（代理店等）

上記のうち端末購入等割引の件数・額・一件当たり額（代理店等）

○ 2023年の代理店による対象設備の購入等を条件とした経済的利益の提供額の合計は、496億円（前年比+2.7％）、そのうち端
末購入等割引の額の合計は471億円（前年比+9.7％）であった。また、１件当たりの額は、前者は15,236円（+2.8%）、後者は
15,114円（+11.7％）であった。ただし、2023年12月27日以前は、いわゆる白ロム割が規律対象となっていなかったため、白ロム割に
よる規律対象外の利益提供が行われていたことに留意が必要。

出典：電気通信事業報告規則に基づく報告及び報告徴収に基づく報告

１-(1)現状 対象設備の購入等を条件とした経済的利益の提供（代理店等）

※ 2024年１月以降のMNO３者以外の指定事業者の数値には、2023年12月末に指定事業者から
除外されたIIJ・オプテージの数値が含まれていないことに留意。



14１-(1)現状 端末サポートプログラム加入端末販売台数と販売台数に占める割合（MNO３者）

端末サポートプラグラム加入者への販売台数・販売
台数全体に占める割合（MNO３者）

○ MNO３者の端末販売台数のうち、端末サポートプログラム加入者への販売台数の割合は、改正事業法施行後、
概ね40％台で推移してたが、この１年は50％を超えており、上昇傾向にある。

出典：令和２年総基料第142号に基づく報告



15１-(1)現状 ④

※ 指定事業者が支払金を支出した届出媒介等業務受託者。P.15∼17において同じ。

○ 2023年の代理店等への支払金の合計は１兆1,154億円（前年比▲5.4％）、そのうち販売奨励金の合計は
7,403億円（前年比▲5.8％）であった。

○ 代理店等への支払金の合計のうち販売奨励金が占める割合は、2023年は66.4％であり、2022年の64.4％と比べ、
＋2.0ポイントとなっている。このことから、指定事業者全体として、代理店等への支払金の総額の上昇は抑えつつ、その
うち、販売奨励金の割合を高めている傾向がうかがえる。

○ また、この内数として、MNO３者とそれ以外の指定事業者とに分けてみたところ、いずれもMNO３者がその大宗を占め
る構造に変化はないものの、毎年３月に大きく額が増加するほか、代理店等への支払金及びそのうち販売奨励金ともに、
2023年12月における対前年同月比率が上がっていた。これは、2023年12月27日に白ロム割を規律対象とする制度
改正が行われたことが要因の一つではないかと推測される。

○ さらに、MNO３者による代理店等への支払金及びそのうち販売奨励金の額を、廉価プラン等とそれ以外とに分けてみ
たところ、いずれもその大宗は、廉価プラン等以外のプランに係るものであり、この傾向は昨年から変わっていない。

○ これらの値は、MNO３者による対象設備の購入等を条件とした経済的利益の提供額と比較して大きな額となっている
ことからも、利用者に対する端末の販売促進は、MNO３者自身による端末購入等割引やポイント提供等よりも、代理
店等への支払金（販売奨励金）を通じて行われている様子がうかがえる。ただし、2023年12月27日以前は、いわゆ
る白ロム割が規律対象となっていなかったため、白ロム割による規律対象外の利益提供が行われていたことに留意が必要。

代理店等※への支払金
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代理店等への支払金

代理店等への支払金（販売奨励金）

○ 2023年の代理店等への支払金の合計は１兆1,154億円（前年比▲5.4％）、そのうち販売奨励金の合計は
7,403億円（前年比▲5.8％）であった。

１-(1)現状 代理店等への支払金（指定事業者）

※１ 2019年４月から９月までの数値については、MNO３者の数値のみ。
※３ 対前年同月比について、2020年４月から９月まではMNO３者の数値、10月以降はすべての指定事業者の数値を記載している。 出典：電気通信事業報告規則に基づく報告及び報告徴収に基づく報告

※ 2024年１月以降のMNO３者以外の指定事業者の数値には、2023年12月末に指定事業者から
除外されたIIJ・オプテージの数値が含まれていないことに留意。
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代理店等への支払金

代理店等への支払金（販売奨励金）

○ MNO３者による代理店等への支払金及びそのうち販売奨励金の額を、廉価プラン等とそれ以外とに分けてみたとこ
ろ、いずれもその大宗は、廉価プラン等以外のプランに係るものであった。

代理店等への支払金（MNO３者）

出典：電気通信事業報告規則に基づく報告
及び事業者からの報告
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※ 移動端末設備の対価として支払うものを除く。

○ 2023年の指定事業者からメーカへの支払金は合計で1,413億円(+1.9％)であり、月によって前年同月より
多い月も少ない月もあるものの、全体として、大きな動きはなかった。

１-(1)現状 ⑤

メーカへの支払金※

SIMロック端末

○ MNO４者の販売端末のSIMロック端末の割合は、2019年度末では約81.7％であったが、2023年10月以降
は経過措置がなくなり、2023年度末時点においてMNO４者が販売するスマートフォンは全てSIMロック解除されて
いる。
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メーカへの支払金

１-(1)現状 メーカへの支払金（指定事業者）

※ 2019年４月から９月までの数値については、MNO３者のみの数値。

○ 2023年の指定事業者からメーカへの支払金は合計で1,413億円(+1.9％)であり、月によって前年同月より多い
月も少ない月もあるものの、全体として、大きな動きはなかった。

出典：電気通信事業報告規則に基づく報告
及び報告徴収に基づく報告

※ 2024年１月以降のMNO３者以外の指定事業者の数値には、2023年12月末に指定事業者から
除外されたIIJ・オプテージの数値が含まれていないことに留意。



20SIMロック端末の状況

○ 従来、販売端末に対し、自社の周波数を用いたネットワーク以外を利用できないようにするSIMロックが一般的であったが、
2021年８月、SIMロックガイドラインを改正し、2021年10月以降発売の新端末については、SIMロックを原則禁止。
※ ただし、経過措置として、2021年9月30日以前に発売された端末は、2023年９月末まで、改正前のガイドラインの要件を満たした場合に、SIMロックの
設定が認められていた。

○ MNO４者の販売端末のSIMロック端末の割合は、ガイドライン改正前の2019年度末では約81.7％であったが、
2023年10月以降は経過措置がなくなり、2023年度末時点においてMNO４者が販売するスマートフォンは全てSIMロッ
ク解除されている。

●MNO４者の販売端末に占めるSIMロック端末の割合

出典：電気通信事業報告規則及び
令和４年総基料第137号に基づく報告



211-(1)現状 ⑥

○ 月々の端末代金の支払額について、総務省の利用者意識調査の結果によれば、 2024年３月は約1,971.6
円であり、2020年３月（3,333.2円）と比較すると下落しているが、2023年中の調査では大きな変化はなかった。

端末代金の支払額



22毎月の端末代金の支払額

問 あなたは、先ほどお答えいただいた支払いのうち、携帯電話の端末代金を月々いくらぐらい支払っていますか。
n=6,000

出典：総務省利用者意識調査（2024年３月実施）



23端末代金に関する意識

問 最近、日本の携帯電話料金、携帯電話端末の代金は安くなってきたとあなたは感じますか。

※ 安くなっていると思う方は「1」に近い数字、高くなっていると思う方は「9」に近い数字をお選びください。わからない方は、「わからない」をお選びください。
※ 携帯電話端末は定価ではなく、キャッシュバックやポイント還元等により割引を受けた後で実際に負担することになる金額についてお答えください。

n=6,000（19年9月のみn=6,001）

出典：総務省利用者意識調査（2024年３月実施）



241-(2) 各社の資料

○ 第50回競争WG CIAJ資料から抜粋 ○ 第50回競争WG 全携協資料から抜粋



25

目次
１ 端末市場の動向について
２ ５Ｇ端末について
３ 中古端末市場の動向について
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26

○ 現在、MNO４者が販売している５G端末のラインナップをみると、４万円未満から15万円以上まで、様々な価格帯の
５G端末が販売されている。2022年４月以降は、特に、高価格端末（10万円以上）の販売機種数が増加しており、
MNO４者が販売している５G端末のラインナップのうち約５割程度を占める傾向が続いている。

○ また、MNO４者が販売している５G端末に占めるミリ波対応端末の割合は約２割であり、また、ミリ波対応端末に占
める高価格端末（10万円以上）の割合は約９割となっている。

○ なお、端末販売台数・出荷台数としては、民間調査会社による調査結果によれば、2023年通期の５G対応スマート
フォンの出荷台数は約2,603.1万台、スマートフォン出荷数全体に占める割合は99.0％となっているが、ミリ波に対応し
た５G端末は137万台、対応比率は5.2％にとどまっている。

２-(1)現状 ①



27５G端末の発売状況①（10万円以上）

○ 高価格端末（10万円以上）の割合は約５割。
○ ミリ波対応端末の割合は約２割。また、ミリ波対応端末に占める高価格端末（10万円以上）の割合は約９割。

NTTドコモ KDDI*1 ソフトバンク*2 楽天モバイル

15万円
～

・Galaxy Z Fold5 – 234,000円(23/9/1)★
・Google Pixel Fold – 229,900円(23/7/27)
・Galaxy Z Fold4 – 227,000円(22/9/29)★
・iPhone15 Pro Max – 215,400円

(23/9/22)
・Xperia 1 V – 198,800円(23/6/16)★
・Galaxy S24 Ultra - 198,600円（24/4/11）
★

・AQUOS R8 pro – 190,000円(23/7/20)★
・iPhone14 Pro Max – 183,500円

(22/9/16)
・Google Pixel 8 Pro – 180,000円

(23/10/12)
・AQUOS R7 – 180,000円(22/7/15)★
・Galaxy S23 Ultra – 179,700円

(23/4/20)★
・iPhone15 Pro – 174,600円(23/9/22)
・iPhone14 Pro – 158,300円(22/9/16)
・iPhone13 Pro – 157,100円(21/9/24)
・iPhone15 Plus – 153,400円(23/9/22)

・iPhone15 Pro Max – 209,418円
(23/9/22)★

・Galaxy S24 Ultra – 204,364円
(23/4/11)★

・Xperia 1 V – 191,127円(23/6/16)★
・iPhone15 Pro – 168,964円(23/9/22)★
・Google Pixel 8 Pro – 154,455円

(23/10/12)★
・Galaxy S24– 131,636円(23/4/11)★

・Google Pixel Fold – 261,164円
(23/7/27)★

・iPhone15 Pro Max – 208,800円
(23/9/22)★

・Xperia 1 V Gaming Edition – 180,000円
(23/6/16)★

・iPhone14 Pro Max – 174,110円
(22/9/16)★

・LEITZ PHONE 3- 177,986円（24/4/19）
★

・LEITZ PHONE 2 – 168,873円
(22/11/18)★

・iPhone15 Pro – 168,873円(23/9/22)★
・iPhone14 Pro – 157,746円(22/9/16)★

・iPhone15 Pro Max – 191,637円
(23/9/22)

・iPhone15 Pro – 158,819円(23/9/22)

10～15
万円

・Galaxy Z Flip4 – 145,000円(22/9/29)★
・Xperia 1 IV – 145,000円(22/6/3)★
・iPhone14 Plus – 143,800円(22/10/7)
・Xperia 5 V – 137,900円(23/10/13)
・iPhone15 – 135,900円(23/9/22)
・AQUOS R8 – 133,500円(23/8/10)
・Galaxy S24 - 132,700円（24/4/11）★
・Galaxy Z Flip5 – 126,200円(23/9/1)★
・Galaxy S23 – 124,200円(23/4/20)★
・Xperia 5 IV - 114,800円(22/10/21)
・iPhone14 – 113,150円(22/9/16)
・Google Pixel 8 – 109,000円(23/10/12)
・iPhone13 mini – 106,100円(21/9/24)
・Xperia 5 III – 102,960円(21/11/12)
・iPhone13 – 100,190円(21/9/24)

・iPhone15 Plus – 148,627円(23/9/22)★
・iPhone15 – 132,400円(23/9/22)★
・Xperia 5 V – 130,000円(23/10/13)★
・iPhone14 – 116,273円(22/9/16)★

・iPhone15 Plus – 148,582円(23/9/22)★
・Google Pixel 8 Pro – 145,571円

(23/10/12)★
・AQUOS R8 pro – 141,382円

(23/7/20)★
・Xperia 1 V – 140,335円(23/6/16)★
・iPhone14 Plus – 136,146円

(22/10/7)★
・iPhone15 – 131,957円(23/9/22)★
・AQUOS R7 – 125,673円(22/7/8)★
・Google Pixel 7 Pro - 119,782円

(22/10/13)★
・iPhone14 - 115,855円(22/9/16 )★
・iPhone13 – 104,728円(21/9/24)
・Xperia 5 IV – 104,728円(22/10/21)★

・Xperia 5 V – 138,546円(23/10/13)
・Galaxy S23 – 134,273円(23/4/20)
・iPhone15 Plus – 133,455円(23/9/22)
・iPhone14 Plus – 123,546円(22/10/7)
・iPhone15 – 119,819円(23/9/22)
・iPhone14 – 109,819円 (22/9/16)

★は５GSA対応端末（要専用USIM）赤字はミリ波対応端末



28５G端末の発売状況②（10万円未満）

NTTドコモ KDDI*1 ソフトバンク*2 楽天モバイル

8～10
万円

・Galaxy S22 – 90,000円(22/4/21)★
・Xperia 1 II - 82,000円（20/6/18）
・arrows N – 80,000円(23/2/10)

・TORQUE G06 – 89,091円(23/10/19)★
・Google Pixel 8 – 85,091円(23/10/12)★
・Galaxy S23 FE – 80,000円(24/2/9)★

・Xiaomi 12T Pro – 98,182円(22/12/16)★
・iPhone12 - 90,328円(20/10/23)
・Xperia 5 III – 90,982円(21/11/12)★
・iPhone13 mini – 90,328円(21/9/24)
・BALMUDA Phone – 90,328円(21/11/26)
・Google Pixel 8 – 85,746円(23/10/12)★
・motorola razr 40s – 88,364円

(23/12/8)★
・Xiaomi 13T Pro – 85,746円(23/12/8)★

・iPhone13 – 98,819円(21/9/23)

6～8万
円

・Google Pixel 8a 76,800円（24/5/14）
・Xperia 10 V Fun Edition – 72,600円

(24/1/16)
・iPhone SE3 – 66,700円(22/3/18)
・Galaxy A55 5G - 64,400円（24/5/30）★

・Google Pixel 8a – 72,727円(24/5/14) ★
・Galaxy A55 5G – 70,000円(24/5/30) ★
・iPhone SE3 – 64,486円(22/3/18)
・Xperia 10 V – 63,227円(23/7/6)★
・TORQUE 5G – 60,727円(21/3/26)

・Google Pixel 7 – 72,655円(22/10/13)★
・Google Pixel 8a - 70,691円（24/5/14）★
・iPhone SE3 – 66,764円(22/3/18)
・Google Pixel 6 – 63,491円(21/10/28)
・Xperia 10 IV – 63,491円(22/7/8)★
・AQUOS sense7 plus – 63,491円

(22/10/7)★
・Google Pixel 6a – 61,528円(22/7/28)

4～6万
円

・AQUOS sense8 – 56,500円(23/11/9)
・DuraForce EX – 54,500円(24/1/29)
・Xperia 10 V – 53,500円(23/7/6)
・AQUOS sense7 – 49,300円(22/11/11)
・Google Pixel 7a – 49,030円(23/5/11)
・Galaxy A54 5G – 45,300円(23/5/25)

・Xiaomi 13T – 59,091円(23/12/8)★
・AQUOS sense8 – 54,364円(23/11/9)★

・DuraForce EX – 53,673円(24/3/1)★
・Google Pixel 7a – 50,400円(23/5/11)★
・シンプルスマホ６ – 49,746円(22/4/8)

・iPhone SE3 – 58,182円(22/3/18)
・AQUOS sense8 – 58,000円(23/11/9)
・Xperia 10 V – 53,900円(23/7/6)

0～4万
円

・arrows We – 20,000円(21/12/3)
・Xperia Ace III – 20,000円(22/6/10)
・AQUOS wish2 – 20,000円(22/6/24)
・Xperia 10 IV – 20,000円(22/7/8)
・Galaxy A23 5G – 20,000円(22/10/27)
・AQUOS wish3 – 20,000円(23/8/30)

・BASIO active2 – 38,000円(24/4/5) ★
・Redmi Note 13 Pro 5G – 38,000円

(24/5/16) ★
・BASIO active – 26,182円(22/10/28)
・Galaxy A23 5G – 23,455円(22/10/27)★
・Redmi 12 5G – 20,001円(23/10/6)★
・arrows We – 20,001円(21/12/3)

・すみっコぐらしスマホ – 37,310円
(24/3/8)★

・Xperia 10 V – 28,931円(23/7/6)★
・OPPO Reno10 Pro 5G – 28,931円

(23/10/6)★
・arrows We – 23,564円(21/12/3)
・OPPO A55s 5G – 19,986円(21/11/26)
・Redmi Note 10T – 19,986円(22/4/22)
・あんしんファミリースマホ – 19,986円

(24/2/9)★
・Redmi 12 5G - 19,986円（24/4/25）★
・AQUOS wish3 – 19,985円(23/10/13)★

・OPPO Reno9 A – 37,000円(23/6/22)
・OPPO A79 5G – 30,728円(24/2/15)
・AQUOS wish3 – 27,000円(23/7/6)

出典：各社HP

★は５GSA対応端末（要専用USIM）赤字はミリ波対応端末

注１ オンライン直販のスマートフォンに限る。価格は、2024年６月１日時点の各社オンラインストア記載のもの（いずれも税抜）。 注２ 各機種の記憶容量は、全て最小容量のものを記載。
注３ 括弧内の日付は発売日。
＊１ auブランドでの販売端末のみ記載。 ＊２ ソフトバンクブランドでの販売端末のみ記載。



29２-(2) 国内の５Ｇの動向 各社の資料①

〇 第49回WG NTTドコモ社資料から抜粋 〇 第49回WG KDDI社資料から抜粋



30２-(2) 国内の５Ｇの動向 各社の資料②

〇 第54回WG 楽天モバイル社資料から抜粋〇 第49回WG MVNO委員会資料から抜粋



31２-(3) 国内の５Ｇ・ミリ波端末の動向 民間調査会社資料

出典：MM総研



32２-(4) 国内の５Ｇ・ミリ波端末の動向 各社の資料

〇 第50回WG クアルコム社資料から抜粋



33

機種名称 発売時の端末価格 差異

Aquos R8 Pro
ミリ波対応 190,000 

15,890 
ミリ波非対応 174,110

Xperia 1 V 
ミリ波対応 194,964

17,964  
ミリ波非対応 177,000 

Xperia 1 IV
ミリ波対応 176,740 

17,740 
ミリ波非対応 159,000 

日本でミリ波対応・ミリ波非対応端末が販売されているものの価格差 ⇒ 平均約1.7万円 （税抜）

（参考）ミリ波対応端末の価格差
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35３-(1)現状①

○ 中古端末の流通状況について、MNO４者による2022年度の中古端末下取り台数は約462万台、売却台数は
541万台であり、2021年度（562万台、624万台）と比べ、それぞれ▲17.9％、▲13.4％であった。

○ また、（一社）リユースモバイルジャパン（以下「RMJ」という。）からの報告によれば、RMJ正会員（1,910店舗）
による2023年度上期の中古端末販売台数は115.9万台、買取台数は114.5万台であり、前期（2022年度下
期、83.8万台、102.0万台）と比べ、+38.3％、＋12.6％であった。

○ なお、民間調査会社が公表した調査結果によれば、2022年度の中古スマートフォンの販売台数は234万台（対
前年度比＋10.4％）であり、直近５年間で約1.5倍となっており増加傾向である。また、その後も拡大傾向が続き
2027年度には352万台となるとの予測もある。

○ 中古端末の販路については、2021年に試行サービスを開始していたKDDIに加え、 2022年にはNTTドコモ及びソ
フトバンクも品質を認定した中古端末の取扱いを開始するなど、MNOを含む多様な者が中古端末の取扱いを開始し
ている状況にある。

○ 総務省が行った利用者意識調査（2024年３月）において、メイン端末における中古端末の割合は３～４％程
度であり、２台目のサブ端末では13～17％程度の結果となっている。



36

○ 利用者意識調査（2024年３月）において、以前使用していた端末については、家で保管していると回答した割合
（49.3％）が引き続き最も高かった。その理由としては、個人情報が心配だから(29.5％)、特に理由はない
（26.0％）、面倒だから（23.5%）端末の中に大事なデータが入っているから(21.4％）と回答した割合が高かった。

○ 利用者のこうした懸念を払拭し、中古端末の流通を促進するため、民間事業者や政府において次のような取組が進め
られている。
➢ RMJは、（一社）携帯端末登録修理協議会と協力し、「リユースモバイル関連ガイドライン検討会」を立ち上げ、利
用者が安心して中古端末を売買し利用することができるよう、端末の買取に当たっての利用者情報の確実な消去手順
や中古端末の格付基準といった、中古端末取扱業者業務の標準的な業務の方法等を定めた「リユースモバイルガイド
ライン（2019年12月改訂）」を策定・公表している。

➢ また、RMJは、2023年11月７日に総務省が公表した「日々の生活をより豊かにするためのモバイル市場競争促進プ
ラン」を踏まえた中古端末の安心・安全な流通の促進のための取組として、マイナンバーカード機能の処理方法の明確
化等といった、 「リユースモバイルガイドライン」の改正に向けた議論を2023年12月に開始した。

➢ なお、RMJでは、同ガイドラインを遵守している事業者を利用者が容易に識別することを可能とするため、「リユースモバ
イル事業者認証制度」を運用している。 2020年11月には、同ガイドラインの遵守状況に加え、経営状況やガバナンス
の状況を確認・審査した上で、 初の認証事業者となる４社を認証し公表しており、さらに2022年２月には新たに１社
を、同年12月にはさらに１社を認証し公表している。

➢ 総務省においては、2021年４月から「携帯電話ポータルサイト」の正式版の運用を開始し、2022年４月には大幅
な更新を実施し、2023年３月には更なるコンテンツの充実を図っているところ、その中で、端末の売却時におけるデータ
の消去を含めた注意点などとともに、中古端末の購入方法等を紹介することで、中古端末に対する利用者の理解を深
める取組を行っている。

３-(1)現状②



37３-(1)現状 各社の資料

〇 第50回WG RMJ資料から抜粋



38３-(1)現状 中古端末の販売台数

○ 中古端末の販売台数は増加傾向（直近５年間で約1.5倍）ながら、新品の販売台数と比べれば、約８％程度。

●中古端末の販売台数

※MM総研の調査を基に作成



39３-(1)現状 民間調査会社資料

出典：MM総研



40３-(1)現状 MNOによる中古端末の取扱い

〇 第49回WG NTTドコモ社資料から抜粋 〇 第49回WG ソフトバンク社資料から抜粋

〇 第49回WG 楽天モバイル社資料から抜粋



41使用携帯電話端末の入手方法

問 前問で回答した現在使用している台数に応じ、新品で入手したか、中古で入手したかそれぞれお選びください。
（メインで使用している端末）n=6,000

23年12月：（2台目）n=407
24年3月：（2台目）n=352

※ メインで使用している端末を含めて利用頻度が高い順に２台目までお答えください。

出典：総務省利用者意識調査（2024年３月実施）



42使用していた携帯電話端末の扱い

問 あなたは、現在使っている携帯電話端末の前に使っていた携帯電話端末をどうしましたか。
n=6,000

出典：総務省利用者意識調査（2024年３月実施）



43携帯電話端末を家で保管する理由

問 あなたは、どうしてその端末を家で保管しているのですか。あてはまるものを全てお選びください。

（20年3月）n=3,259（21年3月）n=3,321(22年3月）n=3,377
（23年3月）n=3,395（6月）n=3,043（9月）n=3,089 （12月）n=2,988（24年3月）n=2,959

出典：総務省利用者意識調査（2024年３月実施）



44３-(1)現状 リユースモバイルガイドラインの改定

〇 第50回WG RMJ資料から抜粋
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46４ まとめ

○ 指定事業者の端末売上台数・売上高について、2023年において、端末売上台数は減少する一方で、
売上高は僅かに増加しており、売上単価は増加している。また、合計売上台数における価格帯別の割合は、
主に低価格帯が減少し、高価格帯の割合が増加している。端末販売価格も上昇傾向にある。
○ 指定事業者による対象設備の購入等を条件とした経済的利益の提供額の合計は、2023年は大幅に
減少しているため、指定事業者による対象設備の購入等を条件とした経済的利益の提供額は減少傾向
にあるとみえなくもないが、2023年12月27日以前は、いわゆる白ロム割が規律対象となっていなかったため、
白ロム割による規律対象外の利益提供が行われていたことに留意が必要である。
○ 現在、MNO４者が販売している５G端末のラインナップをみると、様々な価格帯の５G端末が販売され
ているが、特に、高価格端末（10万円以上）の販売機種数が増加しており、 約５割程度を占めている。
特にミリ波対応端末は、高価格端末（10万円以上）の割合が高く、約９割を占めている。また。民間調
査会社による調査結果によれば、2023年スマートフォン出荷数全体に占める５G対応割合は99.0％と
なっているが、ミリ波対応割合は5.2％にとどまっている。このため、5G対応端末は順調に普及が進んでいる
といえるが、一方で、ミリ波対応端末は順調に普及しているとはいいがたい状況である。
○ 中古端末の流通状況は、民間調査会社による調査結果によれば、2022年度の中古スマートフォンの販
売台数は234万台（対前年度比＋10.4％）、直近５年間で約1.5倍となっており、増加傾向である。
○ 以上のとおり、端末価格は高騰傾向であることやミリ波等の高機能端末が順調に普及していない状況、
また、中古端末が増加傾向であることを踏まえると、利用者が端末を自分のニーズに応じて多様なものから
選択できるようにすることが重要であり、中古端末を含む端末市場の活性化を図っていくことが重要ではない
か。


